
第14章　インフラ整備

1．平成期のインフラ整備の概観

①鉄道

和暦 事柄

H3.6.20 東北・上越新幹線東京駅乗り入れ

H4.7.1 奥羽線福島～山形新幹線直通運転開業

H9.3.22 秋田新幹線開業 (盛岡~秋田間)

H9.10.1 北陸新幹線開業 (高崎~長野間)

H14.12.1 東北新幹線（盛岡～八戸）開業

H16.3.13 九州新幹線（新八代～鹿児島中央）の開業

H22.12.4 東北新幹線新青森延伸、全線開業

H23.3.12 九州新幹線鹿児島ルート (博多-新八代間) 開業

H27.3.14 北陸新幹線(長野・金沢間)が開業

H28.3.26 北海道新幹線(新青森～新函館北斗間)開業

②道路

和暦 事柄

S63.4.10 瀬戸大橋開業

S63.7.20 北陸自動車道全線開通

H1.9.7 八戸自動車道全線開通

H2.1.16 長崎自動車道全線開通

H9.12.18 東京湾アクアライン供用開始

H11.5.1 しまなみ海道全面開通

H26.6.28 首都圏中央連絡自動車道の相模原愛川ICから高尾山IC間が開通し、中央自動車道と東名高速道路が直結

H27.3.7 首都高速道路中央環状品川線の大井JCT~大橋JCTが開通し、中央環状線が全線開通

H27.3.8 首都圏中央連絡自動車道の寒川北ICから海老名JCT間が開通し､さがみ縦貫道路が全線開通

H27.3.22 中国横断自動車道の世羅IC～吉舎IC間が開通し､中国縦貫自動車道と山陽自動車道が直結

H27.7.18 京都縦貫自動車道丹波綾部道路の京丹波わちICから丹波IC間が開通し、京都縦貫自動車道が全線開通

H27.10.31 首都圏中央連絡自動車道の桶川北本ICから白岡菖蒲IC間が開通し、関越自動車道と東北自動車道が直結

H28.4.4 「新宿南口交通ターミナル(バスタ新宿)」開業

③港湾

和暦 事柄

H5.2.27 熊本港開港

H6.11.1 横浜大黒埠頭Ｃ－４号岸壁コンテナターミナル供用開始

H10.2.16 神戸港水深15m 国際海上コンテナターミナル2バース供用開始

H14.7.1 神戸港ポートアイランド第２期地区国際海上コンテナターミナル供用開始

H14.9.1 大阪港北港南地区国際海上コンテナターミナル供用開始

H14.12.1 横浜港大桟橋供用開始

H16.4.22 横浜港本牧ふ頭BC突堤間（コンテナターミナル）の供用開始

H20.12.1 名古屋港飛島埠頭南側コンテナターミナル第２バース（水深16m）供用開始

H21.10.1 大阪港北港南地区国際海上コンテナターミナル供用

④空港

和暦 事柄

S63.7.10 新奄美空港開港

S63.7.20 新千歳空港開港

H1.12.1 釧路空港（2,300m）供用開始

H1.12.16 新高松空港開港

H2.3.24 青森空港（2500ｍ）及び宮崎空港（2500ｍ）供用開始

H2.7.9 鳥取空港（2000ｍ）、中標津空港（1800ｍ）相次いで供用開始(９日、26日)

H3.3.27 北九州空港（1,600ｍ）供用開始

H3.10.1 庄内空港（2,000ｍ）供用開始

H3.12.13 松山空港（2,500ｍ）供用開始・関西国際空港埋立完了



H5.3.20 福島空港（2000ｍ）供用開始

H5.7.2 石見空港（2000ｍ）供用開始

H5.10.29 新広島空港（2500ｍ）、広島西飛行場（1800ｍ）供用開始

H9.3.27 東京国際空港新C滑走路供用開始

H10.7.18 大館能代空港開港 (滑走路 2000m)

H10.7.28 佐賀空港開港（滑走路 2000m)

H11.11.11 新紋別空港（滑走路2,000m）供用開始

H17.2.17 中部国際空港開港

H18.2.16 神戸空港の開港

H18.3.16 新北九州空港、新種子島空港の開港

H19.8.2 関空第２滑走路供用開始

H21.8.27 静岡空港供用開始（2,500ｍ）

H21.10.22 成田国際空港平行滑走路供用開始

H22.10.21 羽田空港D滑走路供用開始

H26.12.11 東京国際空港(羽田空港)C滑走路延伸事業の供用開始

２．インフラ整備の政策概論

和暦 事柄

S62.6.30 第四次全国総合開発計画の閣議決定

H10.3.31 「21世紀の国土のグランドデザイン一地域の自立の促進と美しい国土の創造-」 (新しい全国総合開発計画) 閣議決定

H14.4.1 行政機関が行う政策の評価に関する法律施行

H20.4.1 社会資本整備事業特別会計設置

H20.4.4 公共事業の構想段階における計画策定プロセスガイドラインの策定

H20.7.4 国土形成計画（全国計画）の閣議決定

H24.4.1 東日本大震災復興特別会計設置

H25.12.11 国土強靱化基本法施行

H26.3.31 社会資本整備事業特別会計廃止

H26.6.3 国土強靭化基本計画の閣議決定

H27.8.14 第2次国土形成計画（全国計画）の閣議決定


